
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果
令和 3年度は設立年の令和 2年に続きコロナ蔓延が続き、事業目的であるスポーツチーム、スポーツ

スクール・ イベントや大会、交流事業及びスポーツの振興、地域活動を通した人財育成、障がい者ス

ポーツの普及啓発及び振興に関する事業など全ての事業について中止を余儀くされ、企画についても

残念ながら一切出来なかった。来年度についてもコロナ禍の終息が見通せない状況下、事業開始の目途

が不透明な状況。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【    】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

疋款 に記取
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

各種スポーツ
のイベント・
大会・交流等
の企画開催

各種スポーツチ
ポーツスクール
ト、大会、交流
画、開催及び運
る事業

―ム、ス
、イベン
会等の企
営に関す

0 0 0 0

スポーツ振興
スポーツの振興、地域活
動に関連する各種人財に
関する育成、指導及び支
援に関する事業

0 0 0 0

障害スポーツ
の普及・啓発

障がい者スポーツの普
及、啓発及び振興に関す
る事業

0 0 0 0

疋款 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書 (その他事業がな塾場合)
事 業 報 告 用

トーリースポーツクラ:

過年度損益修正益

正会員受取会費
賛助会員受取会費

施設等受入評価益

受取補助金

事業収益
事業収益

受取利息

当
酬
手
報
料
員
給
役

退職給付費用
福利厚生費

施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

消耗品費
水道光熱費
H誕亜固
地代家賃
旅費交通費
減価償却費



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

エフ・ス

現金預金
未収金
棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金
長期貸付金

書産合計  ・・・の

【A】 資 産 合 計 ①十②

未払金

預り金

長期借入金
退職給付引当金

+

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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令和3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

リースポーツクラブ

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改訂NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
現時点での資産は御座いません

(2)固定資産の減価償却の方法
現時点で固定資産は御座いません

(3)引当金の計上基準
・ 退職給付引当金は予定しておりません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上する事と致します。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によります。

2.事 業別損益の状況

合計
事業 事業

事業部門計 管理部門科 目
事業 事業

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費

施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内容 金額 算定方法

該当なし

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5。 固定資産の増減内訳  該当なし

6.借 入金の増減内訳 該当なし

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

7

8

内容 期首残高 当期増加額
ヨ
〓 1期減少額 期末残高 備考

該当なし

合計

期首取得価額
「
コ 取 得 減少 減価償却累計額

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科
「
ヨ 期首残高 当期借入 当

〓 期返済 期末残高

合計

科 目
計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

該当なし

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況

科



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 3年度 財産
事 業 報 告 用

銀
ツ

現金預金
手元現金
○○銀行普通預金

棚卸資産
販売用寄附物品

一

―

―

―

―

‐

‥

―

一

未収金
事業未収金
事業未収金

一〇

〇

車両

什器備品
パソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権
事業所

事業所

長期貸付金
0銀行

【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金
給与
社会保険料

金一り一預
源泉徴収税

長期借入金
銀行借入金

‐可
０‐

一

職員

0‐

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 0



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

生
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1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

M以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)
口各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1
監事
ウミノ ヒロユキ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年 月 日海野 弘幸

2

ウメダ ツトム 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日梅田 務

3

/~ヽ

く讐フ・監事
ハラ カズマ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日原 一馬

4

/~ヽ

り
監事
クボタ チカラ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日久保田 税

5
理事 監事

オザワサトシ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日小澤 聡

6 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

7 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年  月  日

年   月   日

年   月   日

年  月  日

9 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月 日

日年  月

10 理事 。監事
年  月  日

年 月 日

年  月  日

年  月  日

/^ヽ

マ董ヲ
・監事



設立・事業報告用
書式第4号 (法第 10条 。第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非 エ

氏   名

1

海野 弘幸

つ

Ｌ

久保田 税

Ｑ
〕

梅田 務

４

．
原  ―馬

5
竹内 義幸

6
小澤  聡

7
川崎 和―

8
小室 有希

9
田口 舞奈

10
出口 彩香

il

12


